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　我が国の経済は、 アベノミクスの推進により雇用 ・ 所得環境の改善が続く中で、 緩やかな回復

基調が続いている。 海外経済が回復する下で、 輸出や生産の持ち直しが続くとともに、 個人消

費や民間設備投資が持ち直すなど民需が改善し、 経済の好循環に向かうことが期待される。 一

方で、 米国と中国の間で貿易摩擦の激化など、 海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の

影響など、 今後も引き続き注視していく必要がある。

　さて、 本市の平成 29 年度の一般会計および特別会計を合わせた総決算額は、 歳入

38,765,152 千円で対前年度比 9.2％の増、 歳出は 37,580,764 千円で対前年度比 9.4％の増と

なり、 歳入歳出差引額は 1,184,388 千円である。 このうち翌年度繰越財源 131,570 千円を差し

引いた実質収支額は 1,052,818 千円の黒字決算となっている。

　しかしながら、 地方債の一般会計と特別会計の現在高合計は 45,800,298 千円となっており、

人口１人あたりの現在高は、 県内や類似市とは比較にならない高額な数値となっている。 当年度

においても 3,304,305 千円の地方債発行額となっている。 将来の高齢化社会を見据えての適切

かつ効率的な財政運営と、 自主財源の確保に努め、 早期健全化に向けた取り組みを願うもので

ある。

　市税収入においては、 一般会計歳入総額の 47.3％を占めており、 予算現額 12,784,609 千
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円、 調定額 13,268,416 千円で対前年度比 1.4％の増、 収入済額 12,808,342 千円で対前年度

比 1.6％の増、 不納欠損額 19,842 千円で対前年度比 36.3％の減、 収入未済額 440,232 千円

で対前年度比 2.2％の減であった。

　市税の収入率は 96.5％で対前年度比 0.2 ポイントの増となり、 収入未済額も対前年度より減少

したものの、 市民負担の公平と行政の信頼確保の観点から適切に債権管理を行い自主財源の確

保 ・ 拡大に努められたい。

　一般会計の歳出決算は、 予算現額 29,557,678 千円で支出済額 26,552,709 千円、 翌年度繰

越額 2,681,427 千円で、 不用額 323,542 千円となり執行率は 89.8％となっている。

次に特別会計の決算は、 ８特別会計全体の歳入合計額は 11,665,252 千円、 歳出合計額

11,028,055 千円、 収支差引額 637,197 千円となっている。

　国民健康保険事業は、 平成 30 年度より制度改革により都道府県化となる。 歳入の 20.3％を

占める国民健康保険税の収入済額は、 1,290,696 千円で対前年度比 3.6％減となっており、 ま

た加入世帯数および被保険者数も年々減少傾向にある中、 一人当たりの医療費が増加傾向に

あることから厳しい財政状況となっている。 引き続き、 保険税収入の確保及び保険事業の推進に

よる保険給付費の抑制等に努められたい。

　平成 29 年度の決算審査においては、不適切な事務処理や手続きミスがあり、誠に遺憾である。

これらは、 財務執行や業務運営において、 確認 ・ 情報連携などの欠如によるものであった。 事

務処理の誤りを未然に防止するチェック体制が機能することが重要であり、 これら改善に向けて

の取り組みは必須にして緊急を要する課題である。 事務の適法性・正確性だけでなく、 経済性・

効率性 ･ 有効性を確保、 さらに市民からの信頼を得るためにも、 今まで以上にリスク管理や自主

検査を強化するなど、 内部統制の構築を望むものである。

　今後も厳しい財政状況が続くと予想されることから、本市の財政健全化の早期実現に向けた 「栗

東市財政運営基本方針」 での取り組みと、 「栗東市公共施設等総合管理計画」 に沿った事業

推進、 また本市の将来的な人口ビジョンに基づく、 高齢化社会を見据えた財政運営とまちづくり

の実現に向け、 全力で事業推進に取り組まれたい。
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　水道事業は、 市民生活や社会活動など、 ライフラインを支える重要な事業であるとともに、 常

に安全で安心な飲料水の供給が必要不可欠である。 しかしながら、 水道施設の耐震化や老朽

化対策への投資額の増大、 また、 節水技術の進歩や節水型機器の普及、 更には節水意識の

浸透による水需要の減少傾向など、 水道事業を取り巻く環境は厳しく、 さらなる経営の効率化が

求められる。

　当年度の水道事業についての業務状況は、 給水人口は 68,748 人で対前年度比 0.8％増、

給水件数は 18,716 件で対前年度比 1.2％増となり、 年間総配水量は 8,802,789 ㎥で対前年度

比 1.1％増、 料金収入となる年間総有収水量は 8,059,155 ㎥で対前年度比 0.2％増の供給状

況であった。しかしながら、有収水量１㎥当たりの供給単価は 133.51 円で対前年度 0.19 円の減、

給水原価は 133.93 円で対前年度 1.81 円の増となっており、 給水原価が供給単価を 0.42 円上

回った状況である。

　経営効率を図る重要な指標である有収率は 91.6％で、 対前年度比 0.8 ポイント減じており、

漏水箇所の早期発見や老朽管の更新等を実施し、 有収率の改善に引き続き取り組まれたい。

　収益的収支については、 水道事業収益が 1,234,291,374 円で、 対する水道事業費用が

1,205,439,273 円となり、 28,852,101 円の純利益となっている。

　資本的収支については、 資本的支出額に不足する額は、 繰越工事資金、 過年度分損益勘定

留保資金、 当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額で補填されている。

　経営の健全化については、 必要な投資財源は減価償却等による留保資金や企業債の発行等

により確保出来ており、 良好と判断する。

　水道料金の徴収においては、 収入率 86.8％で対前年度比 1.3 ポイント増となり、 受益者間の

公平性の確保の観点から未収金の積極的な納付交渉に取り組まれている。 負担の公平を失する

ことなく、 継続して収入率の向上に努められたい。

　今後の事業運営に当たり、 平成 30 年 3 月に策定された栗東市水道事業経営戦略に基づき、

節水意識の浸透による水需要の減少などを迎える将来的な社会情勢を見据えた効率的な供給

と、 健全経営に向けた効果的な施設整備 ・ 事業運営に取り組まれたい。
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　公共下水道事業は、公衆衛生の向上、生活環境の改善、また公共用水域の水質保全として、

市民生活に多大な効果と自然環境の維持 ・ 向上に寄与されている。

　本市の公共下水道普及率は、 99.1％で対前年度比 0.2 ポイント増となり、 整備済面積は

1,660.0ha で対前年度比 4.0ha 増となり 0.2％増となった。 処理区域内人口は 68,216 人で、

対前年度比 708 人増、 1.0％増となり、 水洗化率も 98.9％で対前年度比 0.3 ポイント増と増

加している。

　また、 料金収入の対象となる有収水量は、 前年度より 28,476 ㎥増加し、 有収率も 85.4％

と対前年度比 2.1 ポイント増と増えている。 しかしながら、 有収水量 1 ㎥当たりの使用料単価

は 121.24 円で、 同汚水処理原価は 144.18 円となっており、 汚水処理原価が使用料単価を

22.94 円上回った状況である。

　有収水量は、 概ね上水道使用量の増減に比例して増減するが、 有収率が低い数値である

ことは、 料金に反映されない雨水等の不明水の流入が考えられ、 原因調査や修繕、 また管

路等施設の更新等を実施し、 有収率の改善に引き続き取り組まれたい。

　収益的収支については、 下水道事業収益が 1,660,593,898 円で、 下水道事業費用が

1,555,071,625 円となり、 純利益が 105,522,273 円と計上されているが、 営業収益の雨水処

理負担金及び営業外収益の他会計負担金と他会計補助金の合計 402,261,000 円は、 市一

般会計からの繰入金となっており、 また資本的収支においても、 他会計出資金として市一般

会計からの繰入金が計上されており、 実質的には厳しい経営状況となっている。

下水道使用料の徴収においては、 収入率 84.1％で対前年度比 1.6 ポイント増となり、 受益者

間の公平性の確保の観点から未収金の積極的な納付交渉に取り組まれている。 負担の公平

を失することなく、 継続して収入率の向上に努められたい。

　経営の健全化状況は、 資金不足比率が△ 76.82％となっており、 経営健全化基準の 20％

を大きく下回っているが、 主な財源は、 市一般会計からの繰入金、 並びに企業債や国庫補

助金による経営実態となっている。

　このことから、 特に雨水幹線整備に関わる費用を除く公共下水道事業においては、 将来的

に機能を有するライフラインの長寿命化と維持管理に努めつつ、 経費の削減と収入の確保に

取り組み、 自主財源による費用対効果が図れるよう長期的な管理計画の策定と経営分析 ・ 経

営計画に取り組まれたい。
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